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＜調査概要＞ 

 ■ 調査目的：京都府内における短期的な景気動向を把握するため 

 ■ 調査時期：２０２４年１１月２２日～１２月６日 

 

 ■ 調査対象時期：実績（見込） ２０２４年１０～１２月期 

予 想        ２０２５年１～３月期 

２０２５年４～６月期 

※ それぞれ直前四半期との比較による。 

ただし、自社業況の各項目の内、製・商品在庫は適正水準比 

 ■ 調査内容：① 国内景気、自社業況の各実績と今後の予想 

② 当面の経営上の問題点 

③ 付帯調査 

 ■ 調査対象：京都府内に本社、本店等を有する企業５０２社 

  [製造業・建設業・不動産業・運輸・倉庫業は資本金３億円超、 

 卸売業は１億円超、小売業・サービス業は５千万円超を大企業とした。] 

 ■ 回答企業数：３２１社（回答率６３．９％） 

 ■ 調査方法：郵送によるアンケート方式 

 

 ※ ＢＳＩとは、Business Survey Indexの略で、ＢＳＩ値は景気

全般の見通しについて、強気、弱気の度合を示す。 

   プラスならば「強気」・「楽観」を、マイナスならば「弱気」・

「悲観」を意味する。（ただし、製・商品在庫は適正水準比） 

    ＢＳＩ＝｛（上昇（増加、他）と回答した企業の割合）－（下降（減少、他）と回答した企業の割合）｝／２  

 

＜回答状況＞

 

 

１ 



国内景気ＢＳＩ値は７期連続で上昇 

～ 景況感の上昇は続くも、先行きの不透明さから前期予測を下回る ～ 

■ 国内景気動向≪実績（２０２４年１０～１２月期）≫ 

・今期の国内景気ＢＳＩ値は４．１（前期実績１．７）と上昇傾向

を強めた。 

 

・インバウンド消費の好調などを受け、運輸・倉庫業やサービス業

を中心に上昇し、７期連続での上昇となったものの、国内外の政

治や為替動向の不透明さを反映し、前期予測（７．３）を下回る

結果となった。 

 

■ 国内景気動向≪今後の予想≫ 

・今後の予想については、２０２５年１～３月期は▲３．０と下降

に転じ、続く４～６月期には５．７と再び上昇する見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内景気動向 

２０２４年１０～１２月期（実績） 

４．１ 

２０２５年１～３月期（見込） 

▲３．０ 

２０２５年４～６月期（見込） 

５．７ 

≪業種別 ２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・２０２４年１０～１２月期のＢＳＩ値は、不動産業（１８．２）、

運輸・倉庫業（１３．２）をはじめほとんどの業種で上昇した。

今後の予測では２０２５年１～３月期に運輸・倉庫業をはじめほ

とんどの業種で下降し、続く４～６月期には一転してサービス業

などほとんどの業種で再び上昇する見通し。 

≪規模別 ２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・大企業（８．６）、中小企業（２．１）とも上昇基調で推移した。今

後の予測では、大企業はおおむね堅調に推移する一方、中小企業は

一進一退で推移する見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 国内景気動向の概要 

２ 



自社業況ＢＳＩ値は１０．５と着実に上昇 

～ コロナ前を超えるインバウンドなどの影響で小売業を中心に大きく上昇 ～ 
 

■ 自社業況（総合判断）≪実績（２０２４年１０～１２月期）≫ 

・今期の自社業況ＢＳＩ値は１０．５（前期実績０．２）と大幅に

上昇した。 

 

 ・コロナ前を超える高い水準となったインバウンド需要や、年末需

要を背景とした消費、物流の活発化に伴い、小売業や運輸・倉庫

業、サービス業などで売上が増加し、利益や資金繰りの改善がみ

られた。 

 

■ 自社業況≪今後の予想≫ 

・今後の予想については、２０２５年１～３月期は▲４．６と下降

に転じ、４～６月期には１．９と、再び上昇する見通し。 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

自社業況（総合判断） 

２０２４年１０～１２月期（実績） 

１０．５ 

２０２５年１～３月期（見込） 

▲４．６ 

２０２５年４～６月期（見込） 

１．９ 

≪業種別 ２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・２０２４年１０～１２月期のＢＳＩ値は、不動産業（▲４．６）を

除く全ての業種で上昇し、特に小売業では下降の回答がなく、  

４０．９と大幅な上昇となった。今後の予測では、２０２５年４月

～６月期にかけて、卸売業、小売業、建設業では下降傾向で推移

し、その他の業種では一進一退で推移する見通し。 

 

≪規模別 ２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・大企業（１４．１）、中小企業（８．８）ともにＢＳＩ値は上昇し

た。２０２５年４～６月期にかけて、大企業では上昇が続く一方、

中小企業ではおおむね下降傾向で推移する見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 自社業況（総合判断）の概要 

３ 



１ 生産・売上高、工事施工高 

２０２４年１０～１２月期（実績） 

１２．７ 

２０２５年１～３月期（見込） 

▲６．０ 

２０２５年４～６月期（見込） 

２．４ 

≪２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は１２．７と４期ぶりに増加に転じ、特に小売業

（３６．４）、サービス業（２５．０）、運輸・倉庫業    

（１９．４）などで大幅に増加した。 

・大企業（１６．２）、中小企業（１１．１）とも大幅に上昇した。 

・先行きは、２０２５年１～３月期は▲６．０、４～６月期は 

２．４と、一進一退で推移する見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 製・商品・サービス・請負価格 

２０２４年１０～１２月期（実績） 

１２．６ 

２０２５年１～３月期（見込） 

５．５ 

２０２５年４～６月期（見込） 

１０．３ 

≪２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は、製造業は１０．０、商業は２０．５と、とも

に上昇基調が続いている。 

・業種別に見ると、小売業（２７．３）、卸売業（１８．５）、サー

ビス業（１８．２）などで大幅に上昇した。 

・先行きは、製造業・商業ともに上昇幅が和らぐものの、依然上昇

基調が続く見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 企業経営動向 概要 

４ 



３ 経常利益 

２０２４年１０～１２月期（実績） 

８．０ 

２０２５年１～３月期（見込） 

▲７．９ 

２０２５年４～６月期（見込） 

▲１．１ 

≪２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 
・今期のＢＳＩ値は８．０と増加に転じ、特に小売業（３１．８）

や運輸・倉庫業（２１．１）、サービス業（１７．４）で大幅に
増加した。 

・大企業（１３．８）、中小企業（５．５）ともに増加した。 

・先行きは、２０２５年１～３月期は▲７．９とほとんどの業種で
減少し、４～６月期は業種によって差があるものの▲１．１と、
やや低調に推移する見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 所定外労働時間 

２０２４年１０～１２月期（実績） 

１１．２ 

２０２５年１～３月期（見込） 

▲４．５ 

２０２５年４～６月期（見込） 

▲０．５ 

≪２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は１１．２と、全ての業種で増加し、特に小売業

（４０．９）、サービス業（１７．５）、建設業（１５．９）な

どで大幅に増加した。 

・先行きは、業種によって差はあるものの、小売業を中心に減少傾

向で推移し、全体としては２０２５年１～３月期にかけて減少し

た後、続く４～６月期はほぼ横ばいとなる見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 



 

５ 製・商品在庫 

２０２４年１０～１２月期（実績） 

５．６ 

２０２５年１～３月期（見込） 

３．７ 

２０２５年４～６月期（見込） 

３．１ 

≪２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は５．６と引き続き過剰傾向で推移した。製造業  

（４．１）で過剰感がやや弱まった一方、商業（１１．１）では

強まった。 

・先行きは、商業は２０２５年１～３月期に過剰度合いが大幅に弱

まる一方、製造業では変化はみられず、４～６月期にかけて全体

として過剰度合いはやや緩和に向かう見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 資金繰り 

２０２４年１０～１２月期（実績） 

２．０ 

２０２５年１～３月期（見込） 

▲２．２ 

２０２５年４～６月期（見込） 

０．３ 

≪２０２４年１０～１２月期ＢＳＩ値≫ 

・今期のＢＳＩ値は２．０と、小幅ながら４期ぶりのプラスとなっ

た。小売業（１０．０）、サービス業（５．４）、運輸・倉庫業

（５．３）などで改善した一方、不動産業（▲４．６）で悪化

し、全体としては若干改善した。 

・先行きは、２０２５年１～３月期に再び悪化するものの、４～６

月期は０．３と、わずかながらも改善する見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 



 

「原材(燃)料高」は回答率が減少するも１３期連続で第１位 

大企業では「求人難」の回答率が増加し第１位に 
 

■ 当面の経営上の問題点 

・「原材(燃)料高（４９．５％）」は前期に比べて回答率は減少したが、

１３期連続の第１位となった。第２位の「求人難（４４．５％）」

や第３位の「受注・売上不振（３５．５％）」、第５位の「技能労働

者不足（１９．６％）」は前期に比べて増加した一方、第４位の

「人件費負担増大（２４．０）」では回答率が減少した。 

第１位は「原材（燃）料高」（４９．５％）（前期実績５２．９％） 

第２位は「求  人  難」（４４．５％）（前期実績３９．６％） 

第３位は「受注・売上不振」（３５．５％）（前期実績３２．０％） 

第４位は「人件費負担増大」（２４．０％）(前期実績３２．０％） 

第５位は「技能労働者不足」(１９．６％）（前期実績１７．２％） 

≪業種別≫ 

・「原材(燃)料高」は依然として運輸・倉庫業（６３．２％）、製造業    

（５５．５％）を中心に回答が多かった。 

・「求人難」はサービス業（６９．６％）、運輸・倉庫業     

（６８．４％）、小売業（６３．６％）の順に回答が多く、これら

の業種で第１位の課題となった。 

・「受注・売上不振」は卸売業（５０．０％）で最も回答が多く、製

造業（４０．５％）、小売業（２７．３％）と続いた。 

≪規模別≫ 

・大企業では「求人難」の回答率が前期から大幅に増加し、前期第１

位であった「受注・売上不振」を上回り順位が入れ替わった。中小

企業では回答率に大きな変化はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 当面の経営上の問題点 

調査結果のまとめ 

７ 



 

製造業の操業率は４期ぶりに上昇 

受注残は取扱品目によって差があるものの８期ぶりに微増 
 
■ 操業率（製造業）≪２０２４年１０～１２月期≫ 

「上昇」 ２２．０％（前期実績１３．１％） 
「下降」 １０．７％（前期実績１５．０％） 
ＢＳＩ値  ５．７ （前期実績▲１．０） 

 ・出版・印刷や繊維製品などの多くが上昇と回答し、ＢＳＩ値は 

５．７と４期ぶりに上昇に転じた。 
 

■ 受注残（製造業）≪２０２４年１０～１２月期≫ 
  「増加」 １７．６％（前期実績１５．２％） 

「減少」 １７．０％（前期実績１６．５％） 
ＢＳＩ値  ０．３ （前期実績▲０．７） 

・繊維製品などで大きく増加する一方、鉄鋼などで大きく減少す

るなど期待感に差が見られ、全体としては０．３とわずかでは

あるものの８期ぶりに増加に転じた。 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

■ 受注高（建設業）≪２０２４年１０～１２月期≫ 

「増加」 ２０．０％（前期実績５０．０％） 

「減少」 ３０．０％（前期実績２３．１％） 

ＢＳＩ値 ▲５．０ （前期実績１３．５） 

・公共工事、民間工事ともに大幅な減少に転じ、ＢＳＩ値は   

▲５．０と減少に転じた。 

 

■ 原材料価格（製造業、建設業）≪２０２４年１０～１２月期≫ 

「上昇」 ５９．４％（前期実績６０．８％） 

「下降」  １．１％（前期実績 ０．６％） 

ＢＳＩ値 ２９．２ （前期実績３０．１） 

・製造業では食料品や木材・木製品などで上昇幅が拡大し、ＢＳＩ

値は２９．２と高水準を維持している。 

 

Ⅴ 企業の現況 

８ 



 

・インバウンドの増加を売上に繋げられていない。（食料品製造） 

 

・物価高騰により消費者が節約志向となり、大手メーカーの安い商品

が選ばれるため売上が減少傾向にある。（食料品製造） 

 

・原価上昇や為替動向により利益が圧迫されている。（精密機械製造） 

 

・先行きが不透明な中、賃上げの機運だけが先行している印象がある。

（精密機械製造） 

 

・原材料価格の上昇率は緩やかになってきているものの、人件費や物

流費、燃料費などの上昇分の価格転嫁が難しい。（出版・印刷） 

 

・価格交渉時に得意先から明細の提出を求められるが、明細の作成に

もコストがかかるため、費用対効果が薄い。（出版・印刷） 

 

・軽減税率、インボイス制度、定額減税など費用のかかる施策が多く

対応に困る。（食料品卸） 

 

・人件費や原材料費上昇分の価格転嫁により売上高は上昇しているが

利益には繋がっていない。（食料品卸） 

 

・国内及び米国政治の不透明さが不安材料となっている。（小売業） 

 

・材料の多くを輸入しているため、為替や米国政治の動向を注視して

いる。（小売業） 

 

 

・米国の関税動向が国内景気に及ぼす影響を意識する必要がある。

（建設業） 

 

・建設業の時間外労働規制について、民間工事発注元による理解が不

足している。（建設業） 

 

・大型開発やインフラ整備等の影響もあり数年は好循環が期待できる

が、人材確保・育成については予断を許さない状況であり、今後の

重大な課題である。（建設業） 

 

・扶養控除限度額引き上げ等の動向を注視している。 

（運輸・倉庫業） 

 

・最低賃金上昇による労務費の圧迫が深刻化しつつある。 

（運輸・倉庫業） 

 

・インバウンド増加による宿泊需要の高まりが継続するものの、婚礼

事業の市場縮小による減収及び業務委託費のコスト増等の問題を抱

えている。（旅館・ホテル） 

 

・調理部門の人材が特に不足している。（旅館・ホテル） 

 

・賃金上昇の機運が高まる中、年収の壁により労働時間を抑制せざる

を得ない現状は社会全体にとって課題である。（情報・事業） 

Ⅵ 調査企業からのコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 



＜規模別＞ 

＜業種別＞ 

 

新卒採用活動を実施した企業は５７．１％と微減 

来年度採用を今年度より減らした企業は２０．３％と倍増
 

１ 新卒採用(2025年 4月入社)の採用活動状況＜単一回答＞ 

 

 ・新卒採用活動については、回答企業の５７．１％が「採用

活動を実施した」と回答しており、昨年度同時期の調査結

果（５８．０％）より若干減少した。また、「採用活動を

実施していない」企業は１０．３％と、昨年度（７．７％）

より増加した。 

 ・規模別では、「実施した」と回答した企業は、中小企業で 

４３．２％（昨年度４６．１％）であるのに対し、大企業

で８６．９％（昨年度８６．０％）と、約２倍の差となっ

た。「実施していない」と回答した企業は大企業で５．１％

（昨年度６．５％）とわずかに減少した一方、中小企業で    

１２．７％（昨年度８．２％）と、若干増加した。 

 

・業種別では、「実施した」と回答した企業は小売業  

（８１．８％）、建設業（７１．４％）、サービス業  

（６３．０％）において多かった。「実施していない」の

回答はサービス業（１３．０％）、運輸・倉庫業   

（１１．１％）、卸売業（１０．８％）の順に多かった。

また、小売業では「実施していない」の回答がなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

付帯調査① 

Ⅶ 新卒採用活動について 

１０ 



 

２ 今年度(2024 年度)と比較した来年度(2025 年度)の

新卒採用の予定人数 

・第１問で「実施した」と回答した企業のうち、来年度の

採用の予定人数について、「増やした」の回答は    

２３．３％と、昨年度（２９．４％）より減少した。「変

わらない」は５６．４％（昨年度６０．７％）、「減らし

た」については２０．３％（昨年度１０．０％）と、昨

年度の２倍以上に増加した。 

・規模別では、大企業と中小企業の回答率に大きな差はみ

られなかった。 

・業種別では、「増やした」の回答率は不動産業、サービス

業（ともに２５．０％）で最も多く、次いで製造業 

（２４．０％）、建設業（２３．５％）で多かった。 

 

３ 新卒採用の充足状況 

・第１問で「実施した」と回答した企業のうち、「予定どお

りの人数が採用できた」と回答した企業は３５．５％と、

昨年度（３０．５％）より増加した。「採用できたが、予

定人数には満たなかった」（４２．６％）、「採用を行った

が、応募が無かった」（１６．４％）と回答した企業の合

計は５９．０％と６割近くにのぼった。 

・業種別では、「予定通りの人数が採用できた」の回答は、

卸売業（４３．５％）が最も多く、採用を予定どおり

行えなかった企業は運輸・倉庫業（８８．９％）で最

も多かった。 

 

 

 

 

  

１１ 



 

 

 

 

 

１ 現行の雇用形態ごとの充足感（2024年 11月時点） 

・雇用形態ごとの充足感について、正規雇用者が「不

足している」と回答した企業は５４．７％と、半数

を超えた。一方、非正規雇用者が「不足している」

と 回 答 し た 企 業 は ２ ５ ． ４ ％ と 、 昨 年 度    

（３３．３％）より減少し、およそ４分の１の回答

に留まった。 

・規模別に見ると、正規雇用者が「不足している」と

回答した企業は大企業で６８．４％と７割近くにの

ぼった一方、中小企業では４８．６％と半数を割り、

「過不足はない（４７．７％）」と拮抗するかたちと

なった。 

・業種別に見ると、正規雇用者が「不足している」企

業はサービス業（７６．１％）が最も多く、運輸・

倉庫業（７３．７％）、小売業、建設業（ともに   

６３．６％）が続いた。非正規雇用者の不足は運

輸・倉庫業（５０．０％）が最も多く、次いでサー

ビス業（４８．９％）、小売業（４５．５％）となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 

Ⅷ 雇用・人材確保について 

大企業で正規雇用者が大幅に不足 

マッチングの機会や質、人材育成の強化が課題 

付帯調査② 



 

２ 今後の雇用・採用計画の方向性 

・今後の雇用・採用計画について、正規雇用者を

「増やす」と回答した企業は５６．８％（昨年度

６０．０％）、非正規雇用者を「増やす」と回答し

た企業は２９．１％（昨年度３２．６％）となり、

いずれの回答率も昨年度に比べて減少した。また、

正規／非正規雇用者とも「減らす」と回答した企

業はわずかだった。 

・業種別に見ると、正規雇用者を「増やす」と回答

したのはサービス業（６９．６％）が最も多く、

次いで運輸・倉庫業（６８．４％）、建設業  

（６８．２％）となった。非正規雇用者を「増や

す」と回答したのは小売業（５４．５％）が最も

多く、サービス業（５３．３％）、運輸・倉庫業

（４４．４％）と続いた。 

 

 

 

 

 

 

○ 増加の要因 
・事業拡大にあたって人材を確保するため 
・退職者が多く出たため 
・将来に向けて若手社員を増やしていきたいため 

 
・育成人材確保のため 
・定年を迎える社員が多くいるため 
・外部委託等の依存度を減らすため 

○ 減少の要因 
・非正規雇用者を減らし、正規雇用者の割合を増やすため 

 

・業績悪化のため 

※今後の雇用・採用計画の方向性 

＜増減の理由：コメント＞ 

１３ 



 

３ 雇用・人材確保における課題＜複数回答＞ 

・雇用・人材確保の課題は、回答数が多い順に下記のとお 

りとなった。 

第１位 「採用活動を行っても応募が少ない」（５８．９％） 

第２位 「求める資質・能力を満たす人材に出会えない、育たない」（５２．２％） 

第３位 「最低賃金上昇や賃金見直しにより人件費負担が増加している」（４０．８％） 

第４位 「採用後の定着率が低い」（１９．４％） 

第５位 「長期的な雇用計画の策定が難しい」(１８．１％） 

・規模別に見ると、上位３つの課題については規模を問

わず回答率が高く、マッチングの機会や質、人材育成

が十分でないことや、賃上げによる人件費負担の増加

が多くの企業にとって課題となっている現状が読み取

れる。また、「需要の増加や急回復に人材確保が追いつ

かない」の回答は大企業で多く、一方「需要や売上が

回復せず雇用維持に不安がある」の回答は中小企業で

多い傾向がみられ、規模によって正反対の課題も顕在

化している。 

・業種別に見ると、応募の少なさを課題とする回答は運

輸・倉庫業や建設業で多かった。人件費負担の増加に

ついては小売業で突出して回答が多かった。需要増に

対する人材不足を回答した割合はサービス業が高く、

需要や売上の不振による雇用維持への不安は卸売業で

多く回答があった。また、時間外労働の上限規制への

対応の遅れについては、運輸・倉庫業では回答がなか

った一方、建設業では１５．０％の回答があった。 
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４ 自社・業界の具体的な課題や必要な支援施策について＜自由記述＞ 

 

 

  

１５ 

・他業種との賃金水準の格差が課題。（食料品製造） 

 

・技能者の高齢化により製造に支障をきたしている。（繊維製造） 

 

・募集をかけても応募がない。（繊維製造） 

 

・コストがかからないマッチング事業やサービスが必要。 

（繊維製品製造） 

 

・現場作業員への若年層の応募が少ない。（鉄鋼） 

 

・マッチング型採用の強化や自社に興味を持つ求職者集めなどに

ついて支援を期待する。（一般機械製造） 

 

・学生と企業の接点を増やす取組みをお願いしたい。 

（電気機械製造） 

 

・新卒採用が難航しているため、派遣社員を正社員として採用し

ていく必要がある。（精密機械製造） 

 

・応募しても募集が集まらないので、マッチングの機会が欲し

い。（出版・印刷） 

・業界全体を通して年間休日が少ないことが課題。（食料品卸） 

 

・最低賃金の上昇幅が非常に大きく、パートをはじめとした人件

費アップに苦慮している。（繊維卸） 

 

・大手求人サイトへの掲載費用が高額すぎる。（小売業） 

 

・求人費用の増大が人員充足に繋がらず、人件費増大が売上上昇

に繋がらない。（小売業） 

 

・採用が成功しても定着が厳しく、賃上げにより対応している。

（建設業） 

 

・運転士の高齢化が課題。（運輸・倉庫業） 

 

・採用のメインが新卒から中途にシフトしていきている。 

（運輸・倉庫業） 

 

・インバウンド需要に対して人員確保が追い付かない状況がしば

らく続くと思われる。（料理・飲食） 

 

・同業種及び飲食業界によるキッチンスタッフの獲得競争が激化

している。（旅館・ホテル） 

 



 

 

 

 

 

巻末資料 
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調査対象業種の主要製・商品（営業内容） 

１７ 


